
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の熱可塑性樹脂によるスキン層と、第２の熱可塑性樹脂によるコア層とからなる複
合樹脂成形品を射出成形するにあたり、その何れか一方の熱可塑性樹脂に

カーボンナノ材料を添加して相互の粘度を調整し
、その粘度差からスキン層の層厚を制御してなることを特徴とする複合樹脂成形品におけ
るスキン層の層厚制御方法。
【請求項２】
上記請求項１の記載において、第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂は同種の樹脂か
らなることを特徴とする複合樹脂成形品におけるスキン層の層厚制御方法。
【請求項３】
上記請求項１の記載において、第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂は異種の樹脂か
らなることを特徴とする複合樹脂成形品におけるスキン層の層厚制御方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、スキン層とコア層とから複合構成された熱可塑性樹脂による成形品のスキン
層の層厚制御方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
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従来では、複合型物を成形する場合に、第１の樹脂の粘度を炭酸ガスにより第２の樹脂よ
りも低粘度にして、内核の割合を増すことが行われている（特許文献１参照）。
また第１の成形材料に粘度差を有する第２の成形材料を注入して、中空部の成形位置を積
極的に制御する場合に、適度な粘度差が得られるように、樹脂に繊維状、粒状のフィーラ
を添加することが行われている（特許文献２参照）。
【０００３】
【特許文献１】
特開平１０－２０２６９４号公報（第２頁）。
【特許文献２】
特開２０００－１４１４０５号公報（第４頁）。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
射出成形では熱可塑性樹脂（以下樹脂という）を可塑化して金型内に射出し、冷却により
固化させて成形品としている。一般的な成形品の殆どは、１種類の樹脂で成形されている
が、同種又は異種の樹脂による複合樹脂成形を射出成形することがサンドイッチ成形とし
て知られている。
【０００５】
サンドイッチ成形では、成形品の表層部を形成するスキン層となる樹脂を、先に金型のキ
ャビティに射出し、その後からコア層となる第２の樹脂を第１の樹脂の中に射出充填して
いる。この成形により形成されるスキン層の層厚は、第１の樹脂と第２の樹脂の粘度特性
によって異なり、第１の樹脂の粘度が第２の樹脂の粘度よりも低く設定すると、スキン層
が薄く形成される傾向にある。
【０００６】
樹脂の粘度については、可塑化温度とせん断速度とにより変化することが知られている。
しかし、それによる粘度変化をもってスキン層の層厚を自在に制御するまでには至らず、
また樹脂の物性劣化を招く虞もあることから、複合成形品の成形に際する粘度差の付与は
、他の物質の添加により人為的に粘度を変化させて行っている。
【０００７】
上記特許文献１では、炭酸ガスを溶融樹脂に溶解させることによって樹脂に粘度差を付与
している。しかし炭酸ガスによる方法では、炭酸ガスの供給設備が必要となり、また樹脂
を発泡させるための装置や、不要ガスを排出処理するための設備なども必要となることか
ら、設備コストが嵩むという課題を有する。
【０００８】
また特許文献２に記載されているように、粘度差を得る手段としてウイスカ、金属繊維、
ガラス、カーボン等の繊維状又はタルク、炭酸カルシウム、マイカなどの粒状のフィラー
を添加しているものもある。このような手段では炭酸ガスによる場合のような設備コスト
の課題はないが、そこに記載のフィラーの微細化には限界があるので、添加量によっては
樹脂の物性に影響を与え、またスキン層を形成する第１の樹脂に添加すると、フィラーが
スキン層の表にも露出するので、形成品によっては採用し難い課題をも有する。
【０００９】
この発明は、上記従来の課題を解決するために考えられたものであって、その目的は、素
材樹脂に超微細な他の物質を添加して粘度を変化させ、そこに生ずる粘度差により複合樹
脂成形品のスキン層の層厚を制御するものでありながら、樹脂の物性や成形品に添加物に
よる影響を与えることのない新たな方法を提供することにある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　上記目的によるこの発明は、第１の熱可塑性樹脂によるスキン層と、第２の熱可塑性樹
脂によるコア層とからなる複合樹脂成形品を射出成形するにあたり、その何れか一方の熱
可塑性樹脂に カーボンナノ材料を
添加して相互の粘度を調整し、その粘度差からスキン層の層厚を制御してなるというもの
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であり、また第１の熱可塑性樹脂と第２の熱可塑性樹脂は同種又は異種の樹脂からなる、
というものである。
【００１１】
【発明の実施の形態】
この発明が対象とする複合樹脂成形品は、図は省略するが、通常の複合樹脂成形品と同様
に、２台のインラインスクリュ式射出装置又はプリプラ式射出装置を用い、その何れか一
方の射出装置からスキン層を形成する第１の樹脂を金型のキャビティに先行充填し、次に
他の射出装置から第２の樹脂をキャビティ内の第１の樹脂に充填して成形される。
【００１２】
複合樹脂成形品の素材樹脂としては、物品の成形材料として使用されている熱可塑性樹脂
、例えばポリプロピレン、ポリエチレン、ポリエステル、ポリアミド、ポリカーボネート
、ＡＢＳ等の樹脂であって、それらの樹脂の同種又は異種を、スキン層となる第１の樹脂
又はコア層となる第２の樹脂として、通常の手段により射出装置により可塑化したのち、
上記のようにキャビティに射出充填するこで、第１の樹脂によるスキン層と、第２の樹脂
によるコア層とからなる複合樹脂成形品が成形される。
【００１３】
可塑化された樹脂の粘度は同種のものであっても、可塑化温度及びせん断速度によってあ
る程度の差は生ずるが、そこに生ずる程度の粘度差では、第２の樹脂の充填により第１の
樹脂によるスキン層の層厚を設定厚さに制御することは難しい。また異種の樹脂でも同様
に、それぞれが有する固有粘度により粘度差が生じていても、その粘度差から生ずるスキ
ン層の厚さは常に一定であるから、それらが有する粘度を何らかの手段をもって任意に変
えられるようにしない限り、粘度差によるスキン層の層厚を複合樹脂成形品に応じて制御
することはできない。
【００１４】
そこで第１と第２の何れかの樹脂に、カーボンナノ材料を添加して粘度差を付与する。カ
ーボンナノ材料の粒子は、ナノファイバー１５０ｎｍ、ナノカーボンチューブ１０ｎｍ、
フラーレン１ｎｍという大きさで、これまでに添加されたフィラーよりも超微粒子である
ことから、樹脂との馴染みもよく、混練による分散効率もよいので、素材樹脂の物性を損
なわずに粘度変化を付与することができ、それにより粘度差をつけることができる。
【００１５】
カーボンナノ材料の添加量は、１質量％～２０質量％の範囲であれば、素材樹脂の可塑化
及び射出充填を通常のごとく行い得る。その範囲で添加量を増してゆくと、それに応じて
粘度が変化してゆくが、粘度変化はフラーレンのような球状の粒子と、カーボンナノチュ
ーブのような長さを有する繊維状の粒子とでは、そこに相違がある。
【００１６】
図１は、フラーレンの添加量に伴うポリプロピレン樹脂（ＰＰ）の粘度変化を測定したも
ので、添加量の増加に伴いＰＰの粘度が低下してゆく、これはフラーレンの粒子形態が球
状であるために方向性がなく、樹脂の可塑化により均一に分散し易いことによるものと推
察される。
【００１７】
図２は、カーボンナノチューブの長さに伴うポリプロピレン樹脂（ＰＰ）の粘度変化を測
定したもので、添加により粘度は低下するが、これとは別に粒子が長くなるに伴ってＰＰ
の粘度が高くなってゆく、これは長さを有することで粒子に方向性が生じ、また粒子は相
互が絡み合い状態にあることから、樹脂中における分散が均等に行われても、粒子の長さ
方向がまちまちとなって混在していることによるものと推察される。換言するならば、カ
ーボンナノチューブでは粒子の長さと添加量とを制御することによって、粘度変化を制御
することが可能となることである。
【００１８】
成形品の射出成形には、図は省略するが、素材樹脂用とカーボンナノ材料用の２つのホッ
パーを備えた第１射出装置と、素材樹脂用のホッパーとを備えた第２射出装置を使用し、
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両射出装置を共通の金型にノズルタッチして、同一ゲート又はホットランナーを通して可
塑化樹脂を成形品のキャビティに同時に射出充填できるようにセットする。
【００１９】
次に両射出装置の樹脂ホッパーに同種の素材樹脂を第１の樹脂及び第２の樹脂として蓄え
る。また第１射出装置の他のホッパーに、予め製造された樹脂とカーボンナノ材料の複合
材料又はマスターバッチとを蓄える。第１の樹脂とカーボンナノ材料とを同時に第１射出
装置に供給する。この際に、両方の供給量を調整して設定量のカーボンナノ材料を第１の
樹脂に混ぜる。また第２の樹脂を第２射出装置に供給する。
【００２０】
　第１射出装置に供給されたカーボンナノ材料と第１の樹脂とを、射出装置周囲のバンド
ヒータの加熱と、内装したスクリュの回転とにより可塑化して完全に混練する。同時に第
２射出装置でも第２の樹脂の可塑化を行う。可塑化終了後に両射出装置から第１と第２の
樹脂をキャビティに射出充填する。この射出充填は第１射出装置による第１の樹脂を先行
する。第２の樹脂の射出時期は第１の樹脂の射出充填が完了した後と、完了する前の途中
から行う場合の何れでもよく、いずれにしても第２の樹脂は第１の樹脂の中に射出されて
ゆき、第２の樹脂の射出充填完了によって、第１の樹脂によるスキン層と第２の樹脂によ
るコア層とからなる複合成形品が完成される。この第２の樹脂の樹脂圧によりカーボンナ
ノ材料の添加で粘度が低下した第１の樹脂が押し延ばされて、スキン層の層厚が薄く或い
は厚く生ずるようになる。したがってスキン層の層厚はカーボンナノ材料の添加量により
制御されることになる。
【００２１】
上記説明は、第１の樹脂の粘度をカーボンナノ材料の添加により低下させて、同種の第２
の樹脂とに粘度差を持たせてスキン層の層厚の制御を行った場合であるが、第２の樹脂を
同様な手段により粘度低下させてスキン層の層厚の制御を行うこともできる。また素材樹
脂は同種に限られず異質の樹脂にも適用することもできる。
【００２２】
上述のように、カーボンナノ材料の添加により第１と第２の何れかの一方の樹脂の粘度変
化を行うこの発明では、炭酸ガスの添加による場合の設備コストの課題が解決され、また
樹脂の粘度低下も効率よく行うことができる。またカーボンナノ材料はカーボン繊維など
のフィラーに比べて比較にならぬほど微細なものであるから、２０重量％程の量を添加し
ても樹脂の物性が劣化したり、成形品の強度が低下したりすることがなく、添加量の加減
によりスキン層の層厚を適宜に制御することができる。
【００２３】
【実施例】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

【図面の簡単な説明】
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【図１】　フラーレンの添加量に伴うポリプロピレン樹脂（ＰＰ）の粘度変化図である。
【図２】　カーボンナノチューブの長さ伴うポリプロピレン樹脂（ＰＰ）の粘度変化図で
ある。

【 図 １ 】

【 図 ２ 】
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